
　　　　　　　主　　　文
一　本件控訴を棄却する。
二　控訴費用は控訴人の負担とする。
　　　　　　　事実及び理由
第一　当事者の求めた裁判
一　控訴人
１　原判決を取り消す。
２　被控訴人が平成七年一一月二〇日付けでした控訴人の平成七年分の地価税に係
る無申告加算税の賦課決定処分を取り消す。
二　被控訴人
　主文第一項と同旨。
第二　事案の概要
　本件は、控訴人が、被控訴人は、控訴人に対し、平成七年分の地価税（以下「本
件地価税」という。）に係る無申告加算税の賦課決定処分（以下「本件処分」とい
う。）をしたところ、（一）　控訴人は、平成七年分の地価税一五七万五七〇〇円
を法定申告期限内である平成七年一〇月三一日に納付したので、平成七年分地価税
の申告書を法定申告期限後である同年一一月七日に提出して同年分の地価税を申告
したとしても、被控訴人は、無申告加算税を賦課すべきでない、（二）　控訴人
は、被控訴人の税務調査の前に、平成七年分地価税の申告書を提出して同年分の地
価税を申告したので、被控訴人が賦課した無申告加算税の税率は誤っている、など
と主張し、被控訴人に対し、本件処分の全部又は一部の取消しを求めた事案であ
る。
　建設工事業を営む株式会社である控訴人は、控訴人の前年の関与税理士であった
Ａ税理士をして、平成七年一〇月三一日、平成七年分の地価税と記載のある納付書
によって、被控訴人を通じて国に対し、一五七万五七〇〇円を支払った。しかしな
がら、Ａ税理士は、平成七年分地価税の申告書の提出を失念し、これが判明した同
年一一月七日、被控訴人に対し、地価税の額を一五七万五七〇〇円と記載した平成
七年分地価税の申告書（以下「本件申告書」という。）を提出した。これに対し、
被控訴人は、控訴人に対し、平成七年一一月二〇日付けで、平成七年分の地価税に
係る無申告加算税の額を二三万五五〇〇円とする本件処分をし、その通知書は、同
月二一日、控訴人に送達された。
　控訴人は、本件処分を不服として、平成八年一月二〇日、被控訴人に対し、異議
申立てをしたところ、被控訴人は、同年四月一七日付けで棄却決定をし、また、控
訴人は、右棄却決定を不服として、同年五月七日、国税不服審判所長に対し、審査
請求をしたところ、国税不服審判所長は、平成九年九月三〇日付けで審査請求を棄
却する旨の裁決をした。
　本件における争点は、（一）　被控訴人には、本件処分について、無申告
加算税の算定の基礎となる納付すべき税額の算定を誤った違法があるか否か（争点
１）及び（二）　被控訴人には、本件処分について、無申告加算税を賦課するに際
して適用すべき税率を誤った違法があるか否か（争点２）、の二点である。
　原審は、控訴人の請求は理由がないとしてこれを棄却した。
　控訴人は、原判決には誤りがあるとして、本件控訴を提起し、原審における主張
を敷延しつつ、争点１（被控訴人には、本件処分について、無申告加算税の算定の
基礎となる納付すべき税額の算定を誤った違法があるか否か）について、（一）　
控訴人は、法定申告期限後である平成七年一一月七日、本件申告書を提出したが、
同年一〇月三一日、地価税額一五七万五七〇〇円を納付しているので、本件におい
ては、地価税額を納付した右同日にさかのぼって地価税の額が確定したものと取り
扱うべきであり、そうすると期限後申告書によって納付すべき税額は零となる、
（二）（１）　所得税の確定申告においては、予定納税額は年間の所得に係る所得
税額から控除して申告書に記載するものとされているが（所得税法一二〇条一項七
号）、右控除すべき予定納税額は、国税通則法五九条一項一号の予納額に該当し、
その取扱いは、期限内申告と期限後申告において区別されていない、（２）　国税
通則法五九条一項一号の予納額と同項二号の予納額は、国税として納付する旨を税
務署長に申し出て納付する適法な納付であることを理由として還付請求することが
できないとされているのであるから、これら予納額の法的性格を別異に取り扱うべ
きでない、（３）　したがって、控訴人が平成七年一〇月三一日にした納付が国税
通則法五九条一項二号の予納額に該当するとすれば、本件申告書による申告が期限
後申告であったとしても、納付すべきものとして記載した税額から右予納額を控除



すべきである、（三）（１）　国税通則法基本通達五九条関係四は、国税の予納を
した場合において、その国税に延滞税又は利子税が課されるときは、その延滞税又
は利子税の計算の終期は、予納をした日とする、としている、（２）　したがっ
て、控訴人が平成七年一〇月三一日にした納付が予納に該当する場合であっても、
附帯税である延滞税等と同様に、無申告加算税についても予納額分について賦課さ
れるべきではない、（四）　控訴人が平成七年一〇月三一日に納付した地価税額一
五七万五七〇〇円のうちには、同
年一一月一日以降平成八年三月三一日までの期間の地価税額七八万七〇〇〇円が含
まれているので、所得税に係る予定納税額の第二期分と同様に、国税通則法五九条
一項一号に規定する予納額として取り扱うべきである、などと主張し、また、争点
２（被控訴人には、本件処分について、無申告加算税を賦課するに際して適用すべ
き税率を誤った違法があるか否か）について、被控訴人の資産税担当者は、控訴人
が本件申告書を提出した平成七年一一月七日までに、本件地価税に係る調査に着手
した事実はなく、控訴人の期限後申告書の提出は、国税通則法六六条三項の調査が
あったことにより当該国税について更正又は決定があるべきことを予知してされた
ものでない場合に該当するから、控訴人に賦課される無申告加算税の額は、当該納
付すべき税額に一〇〇分の五の割合を乗じて計算した金額によるべきである、など
と主張する。
　争点についての控訴人の主張を含む本件事案の概要は、原判決「事実及び理由」
の「第二　事案の概要」欄記載のとおりであるから、これを引用する。
第三　争点に対する判断
　当裁判所も、被控訴人が国税通則法六六条一項一号に基づいてした本件処分に
は、無申告加算税の算定の基礎となる納付すべき税額の算定や無申告加算税を賦課
するに際して適用すべき税率を誤った違法はなく、したがって、本件処分の取消し
を求める控訴人の請求は理由がないものと判断する。その理由は、次に付加するほ
か、原判決「事実及び理由」の「第三　争点に関する判断」欄記載のとおりである
から、これを引用する。
一　争点１（被控訴人には、本件処分について、無申告加算税の算定の基礎となる
納付すべき税額の算定を誤った違法があるか否か）について
１　国税通則法六六条一項は、「次の各号の一に該当する場合には、当該納税者に
対し、当該各号に規定する申告、更正又は決定に基づき第三五条第二項（期限後申
告等による納付）の規定により納付すべき税額に一〇〇分の一五の割合を乗じて計
算した金額に相当する無申告加算税を課する。」、「一期限後申告書の提出又は第
二五条（決定）の規定による決定があった場合」と、また、同法三五条二項は、
「次の各号に掲げる金額に相当する国税の納税者は、その国税を当該各号に掲げる
日（延納に係る国税その他国税に関する法律に別段の納期限の定めがある国税につ
いては、当該法律に定める納期限）までに国に納付しなけれ
ばならない。」、「一　期限後申告書の提出により納付すべきものとしてこれに記
載した税額又は修正申告書に記載した第一九条第四項第三号（修正申告により納付
すべき税額）に掲げる金額（その修正申告書の提出により納付すべき金額が新たに
あることとなった場合には、当該納付すべき税額）　その期限後申告書又は修正申
告書を提出した日」と規定しているところ、（一）　控訴人は、Ａ税理士をして、
平成七年一○月三一日、平成七年分の地価税と記載のある納付書によって、被控訴
人を通じて国に対し、一五七万五七〇〇円を支払ったが、Ａ税理士は、平成七年分
地価税の申告書の提出を失念し、これが判明した同年一一月七日、被控訴人に対
し、地価税の額を一五七万五七〇〇円と記載した本件申告書を提出したこと、
（二）　被控訴人は、右納付書による納付について、納付書において平成七年分の
地価税と指定されていたことから、国税通則法五九条一項二号の「最近において納
付すべき税額の確定することが確実であると認められる国税」の予納額として取り
扱い、控訴人が、平成七年一一月七日、本件申告書を提出したことにより、右予納
額を確定税額に充当したこと及び（三）　被控訴人は、控訴人に対し、同月二〇日
付けで、国税通則法六六条一項に規定する「第三五条第二項（期限後申告等による
納付）の規定により納付すべき税額」を本件申告書に記載された一五七万五七〇〇
円と認め、これを基礎として、本件地価税に係る無申告加算税の額を二三万五五〇
〇円とする本件処分をしたことは原判決の認定するとおりである。
２　控訴人は、法定申告期限後である平成七年一一月七日、本件申告書を提出した
が、同年一〇月三一日、地価税額一五七万五七〇〇円を納付しているので、本件に
おいては、地価税額を納付した右同日にさかのぼって地価税の額が確定したものと



取り扱うべきであり、そうすると期限後申告書によって納付すべき税額は零となる
旨主張する。
　しかしながら、国税通則法一七条一項は、「申告納税方式による国税の納税者
は、国税に関する法律の定めるところにより、納税申告書を法定申告期限までに税
務署長に提出しなければならない。」と規定し、また、地価税法二五条一項は、
「課税時期において土地等を有する者は、その年の課税価格が基礎控除の額を超え
るときは、その年一〇月一日から同月三一日までの間に、税務署長に対し、次に掲
げる事項を記載
した申告書を提出しなければならない。」、「一　その年の課税価格及び基礎控除
の額」、「二　地価税の額」、「三　その他大蔵省令で定める事項」と、同法二八
条一項は、「第二五条第一項の規定による申告書を提出した者（次項の規定に該当
する法人を除く）は、当該申告書に記載した同条一項二号に掲げる地価税の額があ
るときは、当該申告書の提出期限までに、当該地価税の額の二分の一に相当する金
額の地価税を、当該申告書の提出期限の属する年の翌年三月三一日（当該申告書が
同条第二項若しくは第三項又は第二六条の規定に係るものであるときは、これらの
規定に規定する提出期限の翌日から五月を経過した日の前日）までに、当該地価税
の額から当該二分の一に相当する金額を控除した残額に相当する地価税を国に納付
しなければならない。」とそれぞれ規定しているのであって、これらの規定によれ
ば、（一）　地価税は、申告納税方式によって納付すべき税額が確定する国税であ
ること及び（二）　納税申告は納税義務を確定させることを主たる目的とする課税
標準及び税額等の申告であって、申告書の提出によってする要式行為であることは
明らかである。そうすると、控訴人が、平成七年一〇月三一日に、平成七年分の地
価税と記載のある納付書によって、一五七万五七〇〇円を納付したことをもってし
ても、本件地価税について、法定申告期限内に申告があったと評価することはでき
ず、また、控訴人が、同年一一月七日に、本件申告書を提出したことをもってして
も、本件地価税について、同年一〇月三一日にさかのぼって確定したと評価するこ
とはできない。
　よって、控訴人の右主張は、失当であって、採用することができない。
３　控訴人は、所得税の確定申告においては、予定納税額は年間の所得に係る所得
税額から控除して申告書に記載するものとされているが、右控除すべき予定納税額
は、国税通則法五九条一項一号の予納額に該当し、その取扱いは、期限内申告と期
限後申告において区別されていないところ、国税通則法五九条一項一号の予納額と
同項二号の予納額は、国税として納付する旨を税務署長に申し出て納付する適法な
納付であることを理由として還付請求することができないとされているのであるか
ら、これら予納額の法的性格を別異に取り扱うべきでなく、控訴人が平成七年一〇
月三一日にした納付が国税通則法五九条一項二号の予納額に該当するとすれば
、右予納額は、期限後申告であったとしても、納付すべきものとして記載した税額
から控除すべきである旨主張する。
　しかしながら、所得税法一〇四条一項は、「居住者（第一〇七条第一項（特別農
業所得者の予定納税額の納付）の規定による納付をすべき者を除く。）は、第一号
に掲げる金額から第二号に掲げる金額（以下この章において「予定納税基準額」と
いう。）が一五万円以上である場合には、第一期（その年七月一日から同月三一日
までの期間をいう。以下この章において同じ。）及び第二期（その年の一一月一日
から同月三〇日までの期間をいう。以下この章において同じ。）において、それぞ
れその予定納税基準額の三分の一に相当する金額の所得税を国に納付しなければな
らない。」と規定し、また、国税通則法一五条二項は、「納税義務は、次の各号に
掲げる国税（第一号から第一四号までにおいて、附帯税を除く。）については、当
該各号に定める時（当該国税のうち政令で定めるものについては、政令で定める
時）に成立する。」、「一　所得税（次号に掲げるものを除く。）暦年の終了の
時」と、国税通則法施行令五条は、「法第一五条第二項（納税義務の成立時期）に
規定する政令で定める国税は、次の各号に掲げる国税（第一号から第一○号までに
おいて、附帯税を除く。）とし、同項に規定する政令で定める時は、それぞれ当該
各号に定める時とする。」、「一　所得税法第二編第五章第一節（予定納税）（同
法第一六六条（非居住者に対する準用）において準用する場合を含む。）の規定に
より納付すべき所得税（以下「予定納税に係る所得税」という。）　その年六月三
〇日（予定納税に係る所得税で同法第二条第一項第三五号（定義）に規定する特別
農業所得者に係るものについては、その年一〇月三一日）を経過する時」と、さら
に国税通則法一五条三項は、「納税義務の成立と同時に特別の手続を要しないで納



付すべき税額が確定する国税は、次に掲げる国税とする。」、「一　所得税法第二
編第五章第一節（予定納税）（同法第一六六条（非居住者に対する準用）において
準用する場合を含む。）の規定により納付すべき所得税（以下「予定納税に係る所
得税」という。）」とそれぞれ規定しているところ、これらの規定によれば、予定
納税に係る所得税の税額は自動的に確定すると解することが相当である。そうする
と、申告納税方式によって納付すべき税額が確定する
国税である地価税と、自動的に確定する国税である予納税額に係る所得税の税額と
は、その税額の確定方式という前提において異なることは明らかである。
　よって、控訴人の右主張は、その前提において失当であって、採用することがで
きない。
４　控訴人は、国税通則法基本通達五九条関係四は、国税の予納をした場合におい
て、その国税に延滞税又は利子税が課されるときは、その延滞税又は利子税の計算
の終期は、予納をした日とする、としているから、控訴人が平成七年一〇月三一日
にした納付が予納に該当する場合であっても、附帯税である延滞税等と同様に、無
申告加算税についても予納額分について賦課されるべきではない旨主張する。
　しかしながら、本件地価税に延滞税が賦課されないのは、控訴人の平成七年一〇
月三一日付けの一五七万五七〇〇円の納付が、国税通則法五九条一項二号に該当す
る予納として取り扱われ、国税通則法基本通達五九条関係四は、「国税の予納をし
た場合において、その国税に延滞税又は利子税が課されるときは、その延滞税又は
利子税の計算の終期は、予納をした日とする。」としているからであって、右納付
によって本件地価税が確定したからではない。また、無申告加算税については、予
納があった場合に、右のような取扱いをする旨の規定はない。加えて、延滞税（国
税通則法六〇条）は、国税債務の納付遅延に対する制裁的な附帯税であり、無申告
加算税（同法六六条）は、適法な申告をしない者に対して加算税を課すことによっ
て納税義務違反を防止する附帯税であって、その趣旨及び目的は異なるのであるか
ら、そもそも、延滞税が課されないことをもって、無申告加算税が課されないとす
る理由はない。
　よって、控訴人の右主張は、失当であって、採用することができない。
５　控訴人は、控訴人が平成七年一〇月三一日に納付した地価税額一五七万五七〇
〇円のうちには、同年一一月一日以降平成八年三月三一日までの期間の地価税額七
八万七〇〇〇円が含まれているので、所得税に係る予定納税額の第二期分と同様
に、国税通則法五九条一項一号に規定する予納額として取り扱うべきである旨主張
する。
　しかしながら、前示のとおり、本件地価税が確定したのは、本件申告書が提出さ
れた平成七年一一月七日であって、控訴人が同年一〇月三一日に納付した一五七万
五七〇〇円のうち、同年一一月一日から平成八年三月三一日までの期間の地価
税額七八万八七〇〇円について国税通則法五九条一項一号の予納額として取り扱わ
れるのは、平成七年一一月七日以降であって、それ以前は、同項二号の予納額とし
て取り扱われるにすぎないのである。
　よって、控訴人の右主張は、失当であって、採用することができない。
６　以上のとおりであって、控訴人の争点１についての主張はいずれも失当であ
り、本件において、被控訴人には、本件処分について、無申告加算税の算定の基礎
となる納付すべき税額の算定を誤った違法はない。
二　争点２（被控訴人には、本件処分について、無申告加算税を賦課するに際して
適用すべき税率を誤った違法があるか否か）について
１　証拠（甲八の一、二、一四、乙一、二の一、二、四、六）及び弁論の全趣旨に
よれば、次の事実を認めることができる。
（一）　控訴人は、Ａ税理士をして、平成六年一〇月三一日、被控訴人に対し、平
成六年分地価税の申告書を提出し、また、同日、被控訴人を通じて国に対し、平成
六年分の地価税と記載された納付書によって、平成六年分の地価税八六万四七〇〇
円を納付した。
（二）　被控訴人は、控訴人から提出された平成六年分地価税の申告書、平成六事
業年度分（平成六年四月一日から平成七年三月三一日まで）の確定申告書、不動産
登記簿及び内部資料等に基づいて、調査をし、控訴人は平成七年分地価税の申告が
必要であると判断した。そして、被控訴人は、控訴人に対し、平成七年九月一一
日、平成七年分地価税の申告書用紙を送付した。その際、被控訴人は、右送付につ
いて、資産課税第一部門で作成した申告書発送等整理簿（乙二の一）に控訴人を登
載した。



（三）　被控訴人は、平成七年一一月二日から同月六日の間、無申告者リスト（乙
二の二）を作成し、申告書発送等整理簿に登載して平成七年分地価税の申告書用紙
を送付した者で、地価税の申告が法定申告期限である同年一〇月三一日までにされ
なかった者を登載し、その上で、申告の要否等の事情を個別に調査して、その結果
を記載していた。被控訴人は、控訴人について、同年一〇月三一日までに、平成七
年分地価税の申告書の提出がなかったので、無申告者リストに控訴人を登載した。
（四）　被控訴人の資産課税第一部門の事務官であるＢは、同年一一月七日午前、
控訴人の関与税理士であったＡ税理士の事務所に電話をし、Ａ税理士が不在であっ
たので、その事務員に対し、控訴人の平成七年分地価
税の申告についてＡ税理士が関与していることを確認した上、控訴人の平成七年分
地価税の申告書が提出されていない旨伝えた。
（五）　Ａ税理士は、同日午後、浜松西税務署を訪れ、Ｂ事務官に対し、控訴人に
係る平成七年分地価税の申告書の提出を失念していた旨述べた上、右同日午後、被
控訴人に対し、本件申告書を提出した。
　右認定に反する証拠は採用することができず、また、他に右認定を覆すに足りる
証拠はない。
２　控訴人は、被控訴人の資産税担当者は、控訴人が本件申告書を提出した平成七
年一一月七日までに、本件地価税に係る調査に着手した事実はなく、控訴人の期限
後申告書の提出は、国税通則法六六条三項の調査があったことにより当該国税につ
いて更正又は決定があるべきことを予知してされたものでない場合に該当する旨主
張する。
３　しかしながら、国税通則法六六条三項は、「期限後申告書又は第一項第二号の
修正申告書の提出があった場合において、その提出が、その申告に係る国税につい
ての調査があったことにより当該国税について更正又は決定があるべきことを予知
してされたものでないときは、その申告に基づき第三五条第二項の規定により納付
すべき税額に係る第一項の無申告加算税の額は、同項の規定にかかわらず、当該納
付すべき税額に一〇〇分の五の割合を乗じて計算した金額とする。」と規定してい
るところ、右「調査」とは、課税庁が行う課税標準等又は税額等を認定するに至る
一連の判断過程の一切を意味するものであり、課税庁の証拠書類の収集、証拠の評
価あるいは経験則を通じての課税要件事実の認定、租税法その他の法令の解釈適用
を経て決定に至るまでの思考、判断を含む包括的な概念を意味すると解すべきこと
は原判決の説示するとおりである。
　そして、本件においては、右１で認定した事実によれば、（一）　被控訴人の資
産課税第一部門の職員は、平成七年一一月二日から同月六日までの間、無申告者リ
ストを作成し、これに控訴人を登載するなど、控訴人の平成七年分地価税の申告の
有無について調査に着手していたこと、（二）　被控訴人の資産課税第一部門のＢ
事務官は、控訴人の関与税理士であるＡ税理士の事務所に電話をし、その事務員に
対し、控訴人の平成七年分地価税の申告書が提出されていない旨伝えたこと、
（三）　Ａ税理士は、同日午後、浜松西税務署を訪れ、Ｂ事務官に対し、控訴人に
係る平成七年分地価税の申
告書の提出を失念していた旨述べた上、本件申告書を提出したことなどを認めるこ
とができ、これら認定した事実によれば、被控訴人は、控訴人の平成七年分地価税
の申告に係る調査に着手し、この調査を端緒として、控訴人は、期限後申告である
本件申告書の提出をしたことは明らかである。そうすると、本件においては、控訴
人の主張するように国税通則法六六条三項に規定する要件があると認めることはで
きない。
　よって、控訴人の右主張は、失当であって、採用することができない。
４　以上のとおりであって、控訴人の争点２についての主張は失当であり、本件に
おいて、被控訴人には、本件処分について、無申告加算税を賦課するに際して適用
すべき税率を誤った違法はない。
第四　結論
　以上によれば、原判決は相当であって、控訴人の本件控訴は理由がない。
　よって、主文のとおり判決する。
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